
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2021年11月10日

※基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※ベンチマークは、S&P500パリ協定準拠気候指数(円換算ベース)です。S&P500パリ協定準拠気候指数を委託会社にて
円換算しています。ベンチマークは、ファンドの設定当初の値が基準価額と同一となるよう指数化しています。
※ベンチマーク：設定日から2023年12月12日まではS&P500 Paris-Aligned Climate Net Total Return Index （円換算
ベース）、同年12月13日以降はS&P500 Net Zero 2050 Paris-Aligned ESG+ Index （円換算ベース）の騰落率を
連続させて計算しています。設定日の前営業日を10,000とし、両ベンチマークを連続させて指数化しています。

※ファンドの期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。

※収益分配金は1万口当たりの金額です。
※分配金は過去の実績であり、将来の分配金の水準を示唆・保証するものではありません。

0円分配金 0円 0円 － － －

決算日 2022/10/20 2023/10/20 － － －

－ －

収益分配金（税引前）推移
決算期 第1期 第2期 － － －

設定来累計

差 8.81％ 0.58％ 0.31％ 9.79％ 10.60％

－

ベンチマーク 44.71％ 2.02％ 6.82％ 13.97％ 30.88％ － －

１年 ３年 ５年

ファンド 53.52％ 2.60％ 7.13％ 23.76％ 41.48％ －

設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月

1.4％

期間収益率

現金等
※比率は純資産総額に対する割合です。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、
　 マイナスとなる場合があります。
※マザーファンドはAmundi Asset Management
SASが運用を行う「Amundi S&P500 Climate
Net Zero Ambition PAB UCITS ETF」を主要投
資対象とします。

比率

98.6％
Amundi S&P500 Climate
Net Zero Ambition PAB
UCITS ETF

マザーファンド

100.0％

0.0％

ＳＢＩ S＆P500パリ協定
インデックス・マザーファンド

現金等

5.04億円純資産総額

ファンド

基準価額等の推移

比率

資産構成

運用実績

基準価額 15,352円 前月末比 ＋389円

追加型投信／海外／株式／インデックス型

ＳＢＩ Ｓ＆Ｐ５００パリ協定 インデックス・ファンド 月次レポート
販売用資料

2024年5月31日基準（愛称：Ｓ＆Ｐ５００パリ協定）
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※比率は、投資信託証券（ETF）の株式評価額に対する割合です。
※Bloombergのデータを基に、ＳＢＩアセットマネジメントが作成しています。なお、データは基準日現在のものです。

※比率は、投資信託証券（ETF）の純資産総額に対する割合です。
※Bloombergのデータを基に、ＳＢＩアセットマネジメントが作成しています。なお、データは基準日現在のものです。
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マザーファンドにおける投資信託証券（ETF）の資産状況

追加型投信／海外／株式／インデックス型

ＳＢＩ Ｓ＆Ｐ５００パリ協定 インデックス・ファンド 月次レポート
販売用資料

2024年5月31日基準（愛称：Ｓ＆Ｐ５００パリ協定）
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株価変動リスク 一般に株価は政治・経済情勢や発行企業の業績等の影響を受け変動しますので、組入れる株式の価
格が変動し、本ファンドの基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

為替変動リスク
為替レートは、各国・地域の金利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要因により大幅に
変動することがあります。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高方向に進んだ場合、
本ファンドの基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

追加型投信／海外／株式／インデックス型

投資リスク
基準価額の変動要因
本ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。また、外貨建資産には為替リスクもありま
す。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割
込むことがあります。信託財産に生じた利益及び損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なり
ます。本ファンドの基準価額の主な変動要因としては以下のものがあります。なお、基準価額の変動要因は以下に限定されるも
のではありません。

主な変動要因

ＳＢＩ Ｓ＆Ｐ５００パリ協定 インデックス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：Ｓ＆Ｐ５００パリ協定）

信用リスク

組入れる金融商品等の発行体が経営不安や倒産等に陥った場合に資金回収ができなくなるリスクや、そ
れが予想される場合にその金融商品等の価格下落で損失を被る可能性があります。また、金融商品等の
取引相手方にデフォルト（債務不履行）が生じた場合等、本ファンドの基準価額は影響を受け、損失を
被ることがあります。

• 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
• 本ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が
低下し、市場実勢から期待される価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受
付が中止となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。
• 投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
• 銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。
• 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
• 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
• 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。
• 本ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。当該運用方式には運用の効率性等の利点がありますが、投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンドの資金変
動等に伴う売買等が生じ、マザーファンドの組入れＥＴＦ（上場投資信託証券）に売買等が生じた場合等には、本ファンドの基準価額は影響を受けることがあります。
• 有価証券の貸付取引等を行う場合には、取引先リスク（取引の相手方（レンディング・エージェントを含みます。）の倒産等により契約が不履行になる等）が生じる場合がありま
す。

リスクの管理体制
• 委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。
• 流動性リスクの管理においては、委託会社が規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急時対応策の
策定・検証などを行います。取締役会等は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。

カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化、外国為替規制、資本規制、税制の変更等の事
態が生じた場合、又はそれが予想される場合には、方針に沿った運用が困難になり、基準価額の下落要
因となる可能性があります。

その他の留意点

流動性リスク
組入れる金融商品等の市場規模が小さく取引量が限られる場合などには、機動的に売買できない可能
性があります。また、保有する金融商品等が期待された価格で処分できず、本ファンドの基準価額は影響
を受け、損失を被ることがあります。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 3



※上記内容は今後変更になる場合があります。

ＳＢＩ Ｓ＆Ｐ５００パリ協定 インデックス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：Ｓ＆Ｐ５００パリ協定）

投資対象ファンドの概要
マザーファンド受益証券を通じて、実質的に投資する投資対象ファンドの概要です（2023年12月末現在）。

ベンチマークについて

S&P500パリ協定準拠気候指数とは、米国の代表的な株価指数であるS&P500指数採用銘柄の中から、パリ協定温室効果
ガス排出削減目標を実践しようとする企業で構成される株価指数です。英語では「S&P500 Net Zero 2050 Paris-
Aligned ESG+ Index」と表記されます。なお、S&P500パリ協定準拠気候指数（円換算ベース）は、S&P500パリ協定準
拠気候指数をもとに、委託会社が円換算したものです。

追加型投信／海外／株式／インデックス型

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 4



課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。
当ファンドは、NISAの対象ではありません。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合には、変更となる場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家にご確認されることをお勧め
します。

課税関係

次の場合等には、信託期間を繰り上げて償還となる場合があります。
・受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合
・ファンドを償還させることが受益者のために有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき
また、S&P500パリ協定準拠気候指数が改廃されたとき、または、本ファンドの実質的な投資対象であるETF（上場投資
信託証券）が上場廃止となるときは、受託会社と合意のうえ、この信託契約を解約し信託を終了させます。

繰上償還

毎年10月20日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 年1回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
※販売会社によっては、分配金の再投資コースを設けています。詳しくは販売会社までお問い合わせください。

決算日

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目以降のお支払いとなります。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

信託期間 無期限（設定日：2021年11月10日）

申込締切時間 原則として、午後3時までとします。なお、受付時間を過ぎてからの申込みは翌営業日の受付分として取扱います。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

購入・換金申込
受付不可日

次のいずれかに該当する場合には、購入・換金のお申込みの受付を行いません。
・ニューヨークの証券取引所の休業日　・ニューヨークの商業銀行の休業日　・ドイツの証券取引所の休業日　・ドイツの商業
銀行の休業日　・委託会社の指定する日

購入・換金
申込受付の中止

及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるとき
は、購入・換金（解約）の申込の受付を中止すること及び既に受付けた購入・換金（解約）の申込の受付を取消す場
合があります。

ＳＢＩ Ｓ＆Ｐ５００パリ協定 インデックス・ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／海外／株式／インデックス型
（愛称：Ｓ＆Ｐ５００パリ協定）

お申込みメモ

購入単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。）

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 5



投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

お知らせ
本

※1マザーファンド受益証券を通じて投資するETF（上場投資信託証券）の信託報酬等
※2ファンドが実質的に投資対象とする投資信託証券の信託報酬を加味した、投資者の皆様が負担する信託報酬率になりま
す。

運用管理費用
（信託報酬）

その他の費用
及び手数料

信託財産にかかる監査報酬、信託事務の処理に要する諸費用、法定書類（目論見書、運用報告書等）の作成・印刷・
交付にかかる費用、組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、外貨建資産の保管に要する費用等の費用
は、原則として受益者の負担とし、投資信託財産中から支払われます。なお、これらの費用は、運用状況などにより変動する
ものであり、事前に料率、上限額などを示すことができません。また、有価証券の貸付は現在行っていないため、それに関連す
る報酬はかかりません。

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 株式会社りそな銀行（ファンド財産の保管・管理等を行います。）

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

投資対象とする投資信託証券※1 年0.07％程度

実質的な負担※2 年0.1338％（税込）程度

ファンドの日々の純資産総額に年0.0638％（税抜：年0.058％）を乗じて得た額とします。信託報酬は毎日計上され、
毎計算期間の最初の６ヵ月終了日（休業日の場合は翌営業日）及び毎計算期末または信託終了のときにファンドから
支払われます。
信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

追加型投信／海外／株式／インデックス型

ＳＢＩ Ｓ＆Ｐ５００パリ協定 インデックス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：Ｓ＆Ｐ５００パリ協定）
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■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。
※株式会社ＳＢＩ証券は日本商品先物取引協会に加入致しました。

本資料のご留意点
○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証す
るものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測す
るものではありません。
○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。○投資信託の運用による損益はす
べて受益者の皆様に帰属します。○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断くださ
い。

○ ○

○ ○

販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

株式会社ＳＢＩ証券※ 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商
品取引業者 株式会社ＳＢＩ証券) 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第10号

○ ○

ＳＢＩ Ｓ＆Ｐ５００パリ協定 インデックス・ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／海外／株式／インデックス型
（愛称：Ｓ＆Ｐ５００パリ協定）

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

一般社団法人
日本STO協会
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2024 年 6月 10 日 

受益者の皆さまへ 

ＳＢＩアセットマネジメント株式会社 

 

「ＳＢＩ Ｓ＆Ｐ５００パリ協定 インデックス・ファンド」 

（愛称：Ｓ＆Ｐ５００パリ協定） 

信託終了（繰上償還）決定のお知らせ 

 

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 

 さて、弊社ファンド「ＳＢＩ Ｓ＆Ｐ５００パリ協定 インデックス・ファンド」（以下「本ファ

ンド」といいます。）の信託終了（繰上償還）につきましては、基準日とした 2024 年 5 月 14 日時

点の受益者の皆さまを対象にお知らせを行い、2024 年 6月 9日まで受益者の皆さまからの議決権

の行使を受付けました。 

 この結果、本ファンドの 2024 年 5 月 14 日時点の受益者の議決権の３分の２以上にあたる賛成

が得られましたので、予定通り 2024 年 7 月 5 日をもって信託終了（繰上償還）とさせていただき

ます。 

 

このたびの繰上償還の決定に伴い、本ファンドの取得申込みの受付は 2024 年 6 月 11 日までと

なります。また、換金申込みは 2024 年 7 月 2 日までとなります。ただし、販売会社によって申込

受付最終日より前に、取得及び換金の申込受付を中止する場合があります。 

 

なお、償還準備のため速やかに組入資産を売却し、資金化を図ってまいります。組入資産売却

完了後、2024 年 6 月 11 日以降は安定運用に切り替わるため、本ファンドの基準価額はほとんど

変動しない状況になりますので、ご留意ください。 

 

信託終了時まで本ファンドを保有いただいた受益者の皆さまには、償還後、販売会社を通じて

償還運用報告書をお送りさせていただきますので、ご高覧くださいますようお願い申し上げます。 

 

皆さまのご愛顧に心より感謝申し上げますとともに、今後ともより一層のお引き立てを賜りま

すよう何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

敬具 


